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第 1章 計画策定の背景と目的

第 1章 計画策定の背景と目的
1日 計画策定の趣旨及び目的

(1)地球温暖化とは

現在、地球の平均気温は14℃前後に保たれています。これらは、太陽からの光や熱が地表を温

め、その地表から反射される際の熱を大気中の水蒸気や、二酸化炭素、メタンなどの温室効果ガスが

吸収し大気を温めているからです。この温室効果ガスが無いと、地球はマイナス19℃ くらいになり

ます。

地球温暖化とは、人間の活動が活発になるにつれてこの「温室効果ガス」が大気中に大量に放出さ

れ、地球全体の平均気温が急激に上がり始めている現象のことをいいます。

地攣島嘔ギといしくみ

事篠 ゝ警と, f塩 ギ・ 熱ぞ儀

ゃ ttti 4手F

増 111こ

勝竜!lⅢ >
熟穫丑́翠

A■

大気中の二酸化炭素は地球の熱を宇宙へ逃がさなしヤ陛質があり、気温がだんだん高くなります。

資料 :福岡県地球温暖化防止活動推進センター

図 1-1 地球温暖化のしくみ

中

(2)国内の気候の変化

①平均気温

気象庁の統計によると、日本の年平均気温

は、様々な変動を繰り返しながら上昇してお

り、長期的には100年あたり1.35℃ の割合

で上昇しています。

特に1990年代以降、高温となる年が増加

しています。世界の年平均気温 (100年あた

り0.フ 2℃)と比べても、日本の年平均気温

は高い上昇率となつています。

"==JrⅢ

ふ 電ヒ:=畿ξ l

―・ 一 各年の平均婦品の基準値からの偏差

長期変化傾向

偏差の 5年移動平均
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※基準値は1991～ 2020年の30年平均値

資料 :気象庁

図 1‐ 2 日本の平均気温偏差の経年変化
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②真享口
。猛暑口 (80年画で真夏日1.2倍ャ猛暑日3.1倍に増加)

気象庁の統計によると、全国の真夏日と猛暑日の年間日数は増加していま魂 真夏自の年間日数

をみると、1991～2020年の平均年間日数 (約 41日 )は、1910～ 1939年の平均年間日数 (約 35日 )

と比べて約1.2倍に増加していま硯 猛暑日は、1990年代半ばごろを境に大きく増加していま魂

:―  i暉  ,W ―  中  :ね瞬  :●籠  岬い  ―  牽  却  増
こ 事

資料 :気象庁「気候変動監視レポート2022」

図 1‐ 4 全国の猛暑日の年間日数図 1‐ 3 全国の真夏日の年間日数

③降水量

全国51地点の観測において、日降水量100mm以上及び日降水量200mm以上の日数はともに増

加しています。一方で、日降水量1.Omm以上の日数は減少しており、これらの結果から、大雨の

頻度が増える反面、雨がほとんど降らない日も増えていることがわかります。

i■ ,う ■晴 11`:!い i

一
年間日数

………… 長期変化傾向

5年移動平均
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図 1‐ 6 全国の猛暑日の年間日数
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図 1‐ 5 全国の真夏日の年間日数
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資料 :気象庁「気候変動監視レポート2022」

図 1‐ 7 全国の日降水量1.Omm以上の年間日数
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第 1章 計画策定の背景と目的

(3)国内の気候変動影響

近年、国内では、平成30年 7月豪雨、令和元年房総半島台風 (台風第15号 )、 同年東日本台風 (台

風第19号 )、 令和 2年 フ月豪雨等、毎年のように豪雨による災害が発生し、令和 4年度に入つてから

も、令和 4年 8月の大雨や台風など、多くの激甚な気象災害に見舞われています。

また、平成30年度及び令不日元年度の風水害による保険金支払額が 2年連続で 1兆円を超えるな

ど、気象災害による国民生活、産業活動等への影響は年 、々大きくなつてきています。      !

資料 :国土交通省「河川事業概要2023」

図 1‐ 8 台風による土砂災害
(宮崎県西米良村村所)
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※金額は (一社)日本損害保険協会が調査した風水害のみ

資料 :(一社)日本損害保険協会「近年の風氷害による
支払い保険金調査結果 (見込み含む)」

図 1‐ 9 近年の回泳 書等による支払い保険金額
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(4)福岡県の気候変動影響

福岡県では、平成29年の九州北部豪雨以降、平成30年 7月豪雨、令不E元年フ月、 8月の大雨、令

和 2年 7月豪雨、そして令和 3年 8月の大雨と、 5年連続で自然災害に見舞われており、全国で唯一

『大雨特別警報※」が 5年連続で発表されました。

資料 :内閣府「ぼうさい」 資料 :福岡県「5年連続で発生した豪雨・大雨災害からの

復旧・復興について」

図■‐11 令和 2年 7月豪雨 (久留米市)

3

図 1‐ 10 平成29年 7月九州北部豪雨 (朝倉市)



(5)地球温暖化に関する国内外の動向

2015(平成2フ)年にパリで開催された国

運気候変動枠組条約第 21回 締約国会議

(COP21)で は、2020(令和 2)年以降の

温室効果ガスの排出削減等に、全ての締約国

が取り組む新たな国際枠組であるパリ協定が

採択されました。パリ協定では「平均気温上

昇を産業革命以前に比ぺ 2℃未満に抑え、

1.5℃以下に抑える努力をする」ことが世界

共通目標とされました。

2018年にノム`表されたIPCC「 1.5℃十寺男」報

告書」によると、世界全体の平均気温の上昇   '           , 資料 :経済産業省

を、 2てを十分下回り、1.5℃の水準に抑え 図1-12 海外の温塞効果ガス削減目標
るためには、C02!サF出量を2050年頃に正味                     )
ゼロとす否ことが必要とされ、この報告詈を受け、世界各国で、2050年までのカーボン

=ユ
ートラ

ルを目標として掲げる動きが広がりました。

このような社会状況を受け、政府は2029年 10月 に「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体

としてゼロにする脱炭素社会 (カーボンニュートラル)の実現を目指す。」ことを宣言し、20ュ 1年 4

月には、気候サミットにおいて「日本の2030年度の温室効果ガス排出を2013年度から460/0削減す

ることを目指す。さらに500/0の高みに向け、挑戦する。」ことを表明しました。

地域の脱炭素の取組は「成長の機会」ともとらえられ、地域資源を最大化して、地域活性化、防

災、暮らしやすさの向上など地域課題の解決に貢献するものにもなります。

これら、脱炭素と地

域課題を同時解決する

モデル (脱炭素先行地

域)づくりが各地で進

められており、小竹町

も、北九州都市圏域と

してこの脱炭素先行地

域に含まれています。

〆

中国プロック(3提窯、9市町■) 中自Jプロック(10提案、1県■l市お)|

。ょ山県 高岡市

幅丼県 敦賀市        :
侵二,照 松本市 上日市、飯田市、
小諮市、生坂村     .

l夢阜県 高山市

貴如県 名古屋市、同崎市 愛知県 |

～~~~~下 ～~~再

報
課
蝦
眼
騨

佐井村        :
宮古市、久慈市、紫波町 i

仙台市、東松島市    !
秋田県 秋田市、大潟オ」・

2県 9市町お)

会津若松市 福島県
鳥軽 鳥取市、米子市

畠根民 松江市、邑南町

回山県 瀬戸内市 真庭市
西粟倉村

山口呉 山口市

「

|「
' ●豪 近畿ブロック(10提窯、1県 10市 )

資料 :環境省「脱炭素地域づくり支援サイト」(令和6年 3月 18日時点)

図 1-13 脱炭素先行地域選定自治体
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第 1章 計画策定の背景と目的

(6)小竹町の取組                                  ｀

小竹町では、2011年に地球温暖化対策実行計画(事務事業編)を策定し、公共施設の二酸化炭素排

出量の削減に取り組んできました。また、2021(令和 3)年 6月には、2050年までにC02"F出 量を

実質ゼロにする「ゼロカニボンシテイ宣言」を行い、エネルギー対策の見直しを図つてきたところで

す。

近年、本町でも短時間強雨による浸水被害や、夏場の熱中症リスクの増加など:、 気候変動が様々な

影響を及ばしています。私たちが将来世代も変わらずこの地域で快適に暮らし続けるためには、温暖

化の進行を抑えるための行動変容が求められます。このようなことから、本町のあらゆる主体がこの

課題を認識し、アクションを起こしていくため、小竹町地球温暖化対策実行計画 (区域施策編)を策

定しました。              テ

2011(平成23)年 3月

。公共施設、町の事務事業に関する二酸化炭素排出量の

肖J減にむけ、削減目標や実施内容を定める

2021(令秀日3)年6月

I
2022(令不日4)年

。互050年までに町で〕F出する二酸化炭素を実質ゼロにす

ることを表明

小竹町が目指す姿 (将来ビジョン)の検討
再生可能エネルギー導入目標の設定

ビジョン達成に向けた月比炭素シナリオの検討

・ 区域の温室効果ガス

"F出

量の目標を決め、これに向レす

た施策を定める

図■‐14 地球温暖化に関するこれまでの町の取組

2023(令和5)年

5



2日 計画の基本的事項

(1)計画の位置付け

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律の第21条第 3頂に基づく計画 (地方公共団体実行

計画 (区域施策編))で、本町の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の抑制等を総合的

かつ計画的に進めるための施策を策定するものです。

また、第 6章の気候変動適応策は、気候変動適応法第12条の規定に基づく「地域気候変動適応計

画」として策定するもので、本計画における気候変動適応分野の個別計画として位置付けます。

′Jヽ竹田丁
基本理念・整合

「…………巧巨苫罪舌「
‐山………Ⅲ
Ⅲ貢献

県

]

:

1

1

:

]第5次小竹町総合計画
(後期基本計画)

小竹町人ロビジョン・

総合戦略 (第 2次)
町の関連計画
● 小竹町都市計画マスタープラン
● 小竹町公共施設等総合管理計画
● 小竹町一般廃棄物処理基本計画
● 小竹町過疎地域持続的発展計画
● 小竹町地域強靭化計画 等

図 1‐ 15 本計画の位置付け

(2)計画期間

本計画は2030(令和12)年度までのフ年間の計画とします。

温室効果ガス削減目標については2030(令和12)年度を中期目標とし、2050(令和32)年度を

長期目標として設定します。

(3)計画の基準年度

温室効果ガス削減目標の基準年度は、国の地球温暖化対策計画と整合を図り、2013(平成25)年

度とします。

1

|…
:

:

I

E

:

小竹町地球温暖化対策
実行計画

◆連携
連
携

・
整
合

6

地球温暖化対策の推進に関する法律
(R33改定)

地球温暖化対策計画
(H285策定)

環境基本法 気 候 変 動 適 応 法
(H30.6成立)
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第 1章 計画策定の背景と目的

(4)計画の構成

本計画は、本章を含む フ章で構成しています。

表 1‐ 1 本計画の構成

早 概要

第 1章 計画策定の趣旨や計画の基本的事項を示しています。

第 2章
小竹町の気候や土地利用などの自然的特性や、人口動態、産業構造などの社会的・経済的特性を

紹介しています。  |

第 3章 温室効果ガスの排出量の現状と課題や再生可能エネルギーの導入状況を整理しています。

第 4章 温室効果ガスの初F出削減目標について示しています。

第 5章 温室効果ガスの削減目標に向けた、各主体の取組の方向性を示しています。

第 6章
気候変動による地域への影響やこれに対する適応の必要性、具体的な適応策について整理してい

ます。

第 フ章 計画の推進体制と進捗管理について示しています。

(5)対象とする温室効果ガス

本計画が対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法第 2条第 3頂に基づき、次のフ種類と

します。

表1-2 対象とする温室効果ガス

名称 地球温暖化係数 人為的な発生源

酸
化
炭
素

二酸化

炭素

(C02)

エネルギー
起源C02

1

家庭や事業所などにおける石油、石炭、ガソリンな

どの化石燃料の燃焼によつて発生

非エネルギー

起源C02
セメント製造の際の石灰石の使用など、工業プロセ

スから主に発生

そ
の
他
ガ
ス

メタン (CH4) 25
稲作 (水田)や家畜のげつぶ、廃棄物の埋立処分場
から

"F出

―酸化二窒素 (N20) 298
化石燃料や廃棄物の燃焼、化学製品の製造過程、病

院での麻酔斉」(笑気ガス)と して排出

代替

フロン等
4ガス

八イドロフルオロ

カーボン類(HFCs)

12～
14′ 800

スプレーの噴射剤や冷蔵庫、エアコンなどの冷媒、

半導体の洗浄剤として使用時に排出

パーフルオロ

カーボン類(PFCs)

7,390～
17′ 340

主に半導体の洗浄ガスとして使用時に排出

六ふつ化硫黄

(SF6)
22′ 800

主に半導体の洗浄や電気絶縁ガスとして使用時に排

出

三ふつ化窒素

(NF3)
1ファ200

半導体の製造分野でドライエッチング剤として使用

時に

"F出

(6)温室効果ガス吸収量の算定対象

温室効果ガス吸収量の算定対象は、森林及び農地土壌の吸収によるものとします。

フ



第 2章 小竹町の地域特性
■L自然的特I性

(1)地形

小竹町は、福岡県北菩Fのほぼ中央に位置し、福岡市及び北九州市までそれぞれ弱車で 1時間程度の

距離にあります。北から東は直方市、東から南は飯塚市、西は宮若市に接しています。町には、 1級

河川である遠賀,Itが南北を買流しており、川沿いに開けた町となつています。

町の面積は、約14km2、 東部、西部に1よ小丘陵があるほかはほぼ平坦な地形に恵まれた盆地帯と

なつており、平地は住宅と田畑が広がうています。        ′

JF勝野駅

北九州市 あかぢ駅

げ

福岡市
寺

小竹町

図 2‐ 1 小竹町の位置

」R′l｀ ttttR

8

福岡県

国道

200号線

遠賀川



第 2章 小tt町の地域脂性

(2)気候                     .
小竹町最寄りの飯塚気象観測所における平均気温及び降水量の月別平年値 (1991年から2020年の

30年間の平均イ働 では、 8月の平均気温は2フ .3℃、 1月の平均気温は5.3℃、年間平均気温は16.0

℃であり、年間降水量は1,813 mm/年となつています。

年平均気温の推移を図 2=3に示します。1987年以降、年間平均気温は上昇傾向を示しており、

1986年と比較すると2023年は1.ア℃上昇しています。              ・

(℃ )

30.0

25.0

平
均
ヌヽ

温  15.0

10,0

5.0

0,0 轟

フ

1轟

(mm)

400

350

300

250  降
水

200  
量

150

100

3
50

0

平均気温  ‐ヽ一・降水量
347

020

9

178

(℃ )

17.5

17.0

16.5

16.0

15.5

15.0

14.5

14.0

13.5

13.0

78

1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月

資料 1気象庁f過去の気象データ検索」

図 2‐ 2 飯塚気象観測所における平均気温及び降水量の月別平年値

2023年

17.1℃

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020(年 )

資料 :気象庁「過去の気象データ検索」

図2‐ 3 飯塚気象観測所における平均気温 (5年移動平均)の推移
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(3)土地利用

小竹町では、農地、森林、水面・河川・水路の合計画積が町面積の約450/oを 占めています。

資料 :R4年度福岡県土地利用動向調査

図 2‐ 4 」ヽ竹町の土地利用状況

(4)再生可能エネルギー資源

小竹町では再生可能エネルギーは太陽光を利用したものが殆どです。太陽光発電の導入量を見る

と、10kW未満の導入量は毎年同程度増加していますが、10kW双上の導入量は年によつて異なりま

す。

,k路

110/。

設備容量 (kW)

20′000

18′ 000

16′ 000

14′ 090

12′ 000

10,000

8′ 000

6′ 000

4′ 000 7′γ3

2,000

0 学。
2014

10kW以上

10kW未満

885

2015

1み000 1み 0≧ 0

1を塾4五駆フ塩25711715中36卑
'8

036     965     998    1′ 057   1,098   1,145   1f219

2016    2017    2018    2019    2020    2021    2022 (年 度 )

資料 :資源エネルギー庁「固定価格買取制度情報公表用ウエフ
｀
サイト」

図 2-5 太陽光発電の導入量の推移
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第 2章 小41町の地域特j陛

2日 経済的 。社会的特性

(1)人口・世帯数

①人口の推移

小竹町の年齢 3区分別人口の推移を図 2-6に示します。

小竹町では、石炭需要の低下に伴う炭鉱閉鎖を機に人口減少へ転じ、2000年には人口 1万人を割

り込んでいます。

国立社会保障 。人口問題研究所 (社人研)が公表している「日本の地域別将来推計人口」による

と、人口の減少傾向は続き、2040年には4,166人にまで減少すると推計されています。

年少人口 (0～ 14歳)及び生産年齢人口 (15～ 64歳 )はともに減少傾向にある一方、老年人口

(65歳以上)は増加傾向にあり、2040年には、老年人口比率が50.30/oへ と上昇するとされていま

す。

〔入と

コ即 OB

ユ鴫Bm

二乳al画

BEXEX3ロ

小惜町め年騨 □脅BHA口韓緯響

:it〕    !キ Iliili:I:IIlil'1'

叩

聾 J

14,事″打
1亀 ,こ節 監キ職 l露 .〔 HIa

ユヨ監白

t`「綺

ぞ.静瞬

4働よ

SiaB8,

u

軍聴 岸 昭軸薔尋 翻al西単 曜こ髄F攣 ■恥硝辱 目載ユ誦奪 ^甲・慮2攣 早野ユと尊 畢武開専 金融  う11】口阜
1lonal  下4040Ⅲ  ll鞘al  :l蜘 t  rta,al  EB饉ミ il側白:  i3mi  ttnⅢ   l櫛oⅢ  lつ馘醇

一
碗4鍮  一 螂 盛わ 1々■熟 I

一 Ⅲ工甲♯r～B:4+!`4強
:  
一 宅
尊A□ 1と14撃

=:

1蒟韓 !

 ́  ・    資料 :小竹町「小竹町人ロビジョン・総合戦略 (第 2期 )」

図 2‐ 6 小竹町の年齢 3区分別人口の推移

∴鱒

rttD圏

こⅢl鶴
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②世帯数の推移

世帯数は2000年から2020年 にかけて減少傾向にあり、2000年 と比べ2020年の世帯数は約 110/o

減少しています。また、 1世帯当たりの人員も減少傾向にあり、2000年と比べ2020年の 1世帯数当

たりの人員は、約 180/O減少しています。

(世帯 )

3′ 700

3′600

3′ 500

3′400

3′ 300

3′ 200

3,100

3′ 000

2.フ 1
コ田総世帯数 -1世 帯当たりの人員

2.23

(人/世帯 )

3.0

2.5

2,0

1.5

■0

0.5

0.0

2000 2005 2010 2015         2020    (年 )

資料 !総務省統計局「国勢調査」

図 2‐ 7 小竹町の世帯数の推移

③地区別人口・世帯数

小竹町の2015年及び2020年の地区別人口及び世帯数の変化をみると、勝野地区及び南良津地区は

他地区と比ぺ、人口及び世帯数の減少率が高くなうています。

表2‐ 1 地区別人口及び世帯数

資料 :総務省統計局「国勢調査」

地区名
人口 (人 ) 世帯数 (世帯)

1世帯当たりの人員
(人/世帯)

2015 2020 増減率 2015 2020 増減率 2015 2020

勝野 3′422 3′ 940 ・ 11,20/O 1′416 1′ 333 -5,90/o 2.42 2.28

新多 1′ 617 1′ 518 -6.10/o 724 698 -3.60/O 2.23 2.17

新山崎 113 11フ 3.50/o 41 43 4.90/。 2・フ6 2.フ 2

南良津 348 308 …11.50/O 141 130 -7.80/c 2.4フ 2.3フ

御徳 1′ 640 1′ 569 -4.30/O フ22 728 0.80/O 2.27 2.16

赤池 670 599 -10.60/O 28フ 278 -3.10/o 2,33 2.15

12



第 2章 小竹町の地域特性

(2)産業

①事業所数及び製造品出荷額

2013年以降、事業所数は概ね横ばい、従業者数尿び製造品出荷額等は増加傾向にあります。特に

2019年の製造品出荷額等すよ、2013年と比べ102%の増加となつています。

(人′千万円)

5,000 E事 業P万数 (事業所)

一 従業者数 (人 )

一 製造品出荷額等 (千万円)4,000
3′ 466

3,000

2,000

1,000

2013      2014 2015 2016      201フ    
イ   2018      2019  (年 )

資料 :経済産業省「工業統計調査」

従業者数及び製造品出荷額図 2‐ 3 事業所

②商業の状況

2012年以降、卸売業i小売業の事業所は減少しているものの、従業者数や売り場面積は2016年に

増加し、その後はそれぞれ横ばい傾向にあります。また、年間販売額は増加し続けています。

(事業所) (人,百万円′m2)

(事業所 )

50
4,754

４８

一

0

０

０

０

０

８

６

４

２

― 事業所数 (事業所)

i卜従業者数 (入 )

― 年間販売額 (百万円)

― 売場面積 (m2)

12′000

10′000

1 8,000

6′000

4,000

2′ 000

00

9,813

5′

2014             2015             2016             2021     (F子 )

資料 :経済産業省「商業統計」、総務省「経済センサスー活動調査」

図 2‐ 9 事業所数、従業者数、売場面積、年間販売額
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(3)自動車保有台数

町の自動車の保有台数は減少傾向にあります。その中でも、乗用車は減少し続けており、軽自動車

は之015年まで上昇していましたが、その後減少しています。一方で貨物用自動車の数は年々上昇傾

向にあります。                         '

フ′904   6′ 993   6′ 968   6′ 910   6′ 901   6′ 849   6,765   6′ フ44

■ ■ ■小型二輪車

B特殊用途・大型特殊

疇貨物用

暇乗合用

乗用 (軽 )

E乗用

3,164   3,188   3,201   3′ 191   3,193   3,147   3′ 099   3,110

ａ

ｏｏ

く

　
０7

6′ 000

5,000

4′ 000

3,090

2′ 000

1′000

0

2013    2014    2015    2016    2017    2018    2019 2o20  (年 度)

資料 :福岡県「福岡県統計年鑑」

図 2‐ 10 自動車保有台数

(4)農業

町の耕地面積は2010年からほぼ横ばい傾向にありますが、農家数は年々減少傾向にあり、特に販

売農家は2010年のフ3戸から2020年には4フ戸にまで減少しており、農地の集約化が進んでいます。

(ha) (声 )
10050 100 150 20 40 60 80

2010 2010

2015 2015

2020

(年 )

2020
菫販売農家

E自給的農家

目田 と畑                (年 )

資料 :農林水産省「2010年世界農林業センサス」、九州農政局「九州農林水産統計年報」

図 2‐■1 耕地面積                  図 2‐12 晟家数

0
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第 3章 温室効果ガス排出量の推計

第 3章 温室効果ガス排出量の推計
上E,温室効果ガス排出量の現状と課題

(1)温室効果ガス排出量の現状推計

本町の温室効果ガス排出量は2013年度をピークに上下しながらも減少傾向にあり、2020年度は基

準年度2013年度の29i40/oの減少となつています。なお、温室効果ガス排出のうち、二酸化炭素が92

0/0を占めています。

(t~C02)

140′000

120′000

100′000

80′ 000

60,000

40,000

20′ 000

0

基準年度比
▲29.40/o

1

1

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020(年 度)

図 3‐ 1 温室効果ガス排出量の推移

〒酸化二窒素
(N20)

メタン
2%
(CH4) フロン類

図 3‐ 2 温室効果ガスの排出構成 (2020年度)

2020年度

総〕F出量

94′ 932t―C02
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(2)部門別の温室効果ガス排出量の株況      .
本町の温室効果ガス排出量を部門別にみると、産業部門が600/0と最も多くなつており、町内に2

つの工業国地を有す本町の特徴が現れています。なお、本町は廃棄物をRDF(固形燃料)化し、町外

で燃料として使用しているため、現在、廃棄物からの温室効果ガス排出量は計上されていません。

また、2013年度を OO/0と した時の増減割合を見ると、全ての部門で排出量 lま減少傾向にあります

が、産業部門やその他ガスは、製造品出荷額や燃料の使用量の増減により、温室効果ガス排出量の増

減割合が大きくなつています。また、家庭部門や業務その他部門は、2020年度にやや増加していま

す。

鉄道

と。/O
癖棄物

工業プ

自動車

150/O

航空

船舶 1

鉄道 1

製造業

1。/o

・鉱業

29%

建設業・鉱業

iO/。

農林水産業

1。/O

図 3-3 小竹町の部門別排出割合 (2020年度 )

23とこ    ク◆二を、

図 3‐ 5

10/。

資料 :温室効果ガスインペントリオフィス

図 3-4 全国の部門別排出割合 ′(2020年度)
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第 3章 温室効果ガス排出量の推計

表 3-1 部門別温室効果ガス排出量
単位 (t‐ C02)

年度

音FP]

2013
基準年度

2014 2015 2016 2017 2018 2019
2020
現況

エネルギー
起源C02

産業部門 63ァフ87 69′ 067 80′619 76′409 フ1,732 76′826 87′ 641 56,632

業務その

他部門
16′ 181 10′ 229 9′657 9′ 23フ 8,333 6′273 6′645 6′693

家庭部門 17,362 14′ 559 12′ 640 12′ 533 11′ 891 8,069 ファ358 8′836

帥 言BP弓 19,371 18′ 464 18′ 210 18′ 115 17′ 771 17,155 16 568 14,983

その他ガス 17′フフ0 8′ 182 6′ 196 8′ 44フ 6′992 11′ 334 フ,067 7′789

合計 134′ 470 120,501 127′ 322 124ァ 741 116′ 719 119′ 658 125′ 279 94′932

2日 小竹町の地域特 1性 !現状を踏まえた課題の整理

(1)自然的・社会的・経済的条件

①自然的条件

小竹町は、遠賀川沿いに開けており、町の東西両端にやや小高い丘があるほかは、ほぼ平坦な地形

に恵まれた、標高10m前後の盆地帯です。周辺に影になる山地がなく、太陽光発電のポテンシヤル

が期待されます。一方で、平坦な地形から風況の良い山地や中小水力発電が見込める河川はなく、町

の再生可能ェネルギニは太陽光発電や太陽熱・地中熱利用が中心になります。

②社会的条件

ア)自動車の使用

本町は福岡市や北九州市への道路アクセスが良い
二方で公共交通機関が少ないため、自動車への

依存傾向にあります。また、アンケートから、自動車の多くがガソリン車であることや、うち 3割

が10年以上の保有期間となつていることから、自動車の更新や、次世代自動車への移行を促進す

る必要があります。

イ)町有施設の老朽化

本町の町有施設は、昭和50年代に建設されたものが多くあり、断熱機能が備わつていない建物

がほとんどです。老朽化した建物は計画的に更新するほか、更新までの期間がある場合は、利用者

の工夫により省エネルギー対策を実施していく必要があります。

ウ)ごみ処理方式の変化

現在、小竹町の一般廃棄物は固形燃料化 (RDF化 )され、域外で燃料として利用されています

が、燃料化施設の老朽化により、次期のごみ処理方式が検討されているところです。ごみが焼却処

理になる場合は、燃やされたプラスチツク等から二酸化炭素等が発生するため、できる限りごみの

減皇化や再資源化を進めていく必要があります。

1フ



③経済的条件

ア)工業

本町は、福岡市・北九州市の双方の政令市の中間地点にあり、開けた平地もあることから抜群の

立地環境にあり、町内には自動車関連企業が14社立地しています。これらの産業の経済成長を維

持しながら、温室効果ガスの削減を図るため、省エネルギー設備の導入やエネルギー管理・運用改

善などを進めていく必要があります。

イ)物流

本町は、前述のとおり、交通利便性の高いエリアとして人の移動のほか物資の輸送に適してお

り、近年、物流事業者も数多く立地しています。輸送は主に大型トラックによるものであり、脱炭

素燃料の使用や大型車のEV化は未だ実用的でないことから、EMS(エコドライブ管理システム)関

連機器の導入やアイドリングストップ(共同輸送等を推進する必要があります。

(2)小竹町の再生可能エネルギーポテンシヤル

環境省「再生可能エネルギニ情報提供システム (REPOS)」 に公表されている小竹町の再エネポテ

ンシヤルは、下表のとおりです。

小竹町で期待される再エネ導入ポテンシヤルとしては、太陽光発電、太陽熱及び地中熱が挙げられ

ます。

熱利用のうち、太陽熱については、福祉施設や温浴施設など、給湯需要の多い施設での利用が考え

られます。地中熱については、空調の熱源として利用することで電力や化石燃料の削減等につなが

り、冷房時に排熱を大気中に

":出

しない効果もあります。

表3‐ 2 小竹町の再生可能エネルギーポテンシヤル

再エネ発電
ポテンシヤ〉堪

設備容量(kW) 年間発電電力量(kWh)

太陽光
建物系 49′ 987 63′ 64ファ626

土地系 41,571 52′920,451

合計 91′ 558 116′ 568,077

再エネ熱利用 ポテンシャル量(G])

太陽熱 54′ 870

地中熱 723,754

合計 778,624

参考 :環境省「再生可能エネルギー情報提供システム (REPOS)」
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第 4章 温室効果ガス排出量の削減目標

第4章 温室効果ガス排出量の削減目標
1日 温室効果ガスの将来推計

(1)将来推計の考え方

2030年度の温室効果ガス削減目標の設定に当たり、今後、今以上の追加的な対策を行わなかった

場合の2030年度時点のづF出量 (現状すう勢 (BAU:Business As Usubl)ケース)を推計します。

この将来推計は、過去からの世帯数や製造品出荷額の推移など、町の活動量の増減傾向を踏まえて算

定しています。

(2)推計結果

将来推計の考え方に基づき算定した2030年度の温室効果ガスの排出量の現状すう勢ケースは、

100′ 456t― C02となり、基準年度 (2013年度)と比べ、350/Oの減少、現状 (2020年度)と比べ 60/0

の増加となると見込まれます。

(t‐C02)
160,000

140,000 134′470

120,000

94,932

2020年度

王見1犬

100,456

2030年度

現状すう勢ケース

尋CH4′ N20

博運輸音B門

■家庭部Fヨ

と業務その他部門

β産業部門

100′ 000

80′ 000

60′ 000

40′ 000

20′ 000

0

2013年度

基準年度

図4‐ 1 温室効果ガス排出量の現状と2030年度の現状すう勢ケース排出量

BAU〕 F出量
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2日 温室効果ガス削減目標

(1)日標設定の考え方

目標設定は、現状すう勢ケースの排出量から、国と県と連携した省エネ対策や再エネの導入促進に

よる排出削減対策による2030年度の温室効果ガス削減量に加え、森林整備や農地への堆肥投入等、

吸収源対策による温室効果ガス吸収量から、2030年度の温窒効果ガス排出量の削減目標を設定しま

した。

(2)2030年度の削減目標の設定

本町の温室効果ガス排出量の削減目標を、以下のとおり設定します。

2030年度の温室効果ガス削減目標 2013年度比 460/O削減

(t‐C02)

160′ 000

140′ 000

120′ 000

100,000

80′000

60′ 000

40′ 000

20′ 000

0

1′ 132

(26,316……

森林四及収源対策

温釜効果ノlス襲減対策

(省エネ 。再エネ等 )

2013年度

基準年度

2020年度

現状

園 4… 2

2030年度    2030年度

現状すう勢ケース  ロ標年度

温室効果ガス削減目標

また、部門別の目標は下記のとおりです。

表 4‐ 1 温室効果ガス削減量の部門別目標 単位 :t― C02

2013年麟
4心96湖灘を

目指す

1,It li― 、|

"F出

量

2013寄三度 2020寄王霊 2030年度拶F出量の目安

基準年度 蹴 現状すう勢ケース 対策後
基準年度比
削)諄

産業部門 63,787 56′632 62,696 44′ 376 30,40/O

業務その他部門 16′ 181 6′693 6′436 5′ 524 65.9。/o

家庭吉1門 17′ 362 8′836 8′ 563 5′903 66.00/O

運輸部門 19′ 371 14′ 983 14′ 520 10′ 158 4フ .60/。

CH4′ N20 17′フ70 ファフ89 8r241 8,179 54.00/o

言十 134′ 470 94′932 100′ 456 フ4′ 140 44.90/o

森林吸収等
-1′526 1.10/o

合計 134′470 94′932 100′ 456 72′ 614 46.00/o

国の地球温暖化
対策計画におけ
る削減割合

380/o

510/o

660/o

350/o

140/o

420/O

40/o

460/o
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第 5章 削減目標を達成するための施策

第 5章 削減目標を達成するための施策
1.施策の基本方針
地球温暖化の原因となる温室効果ガスは、私たちの日常的な生活や事業者 (町を含む)の事業活

動(工業団地の生産活動等から
"F出

されており、その

"F出

量は以下の式で表すことができます。

温室効果ガス排出量 =活動量 X温室効果ガス排出係数

この活動量は、日常生活や事業者の事業活動等による環境への負荷 (電気やガス、ガソリン等のエ

ネルギ下の消費、ごみの焼去口)の量を表します。

温室効果ガスの排出を抑制するためには、省エネ型の家電・設備への更新や、徒歩 。自転車による

自動車の利用を減らすこと等に加え、再生可能エネルギー由来の電気や水素エネルギー、パイオマス

資源等のカーボンニユートラルな燃料の利用を推進する必要があります。

事業者においては、経営者が主体となつて、まずは事業所の脱炭素目標を設け否ことが重要です。

2030年度における温窒効果ガスの削減目標を達成するためには、町民、事業者、町がそれぞれの

役割を認識し、各主体が対策に取り組むことが重要です。その取組は持続可能な脱炭素社会への移行

を目的とするものであり、不便や高コストを強いるものではなく、脱炭素ビジネスの発展や暮らしや

すさ等、本町の地域イ面値を向上させるものです。

本計画では、本町の現状や計画の際に実施したアンケニト調査結果等をふまえ、6つの基本方針を

設定します。

・省エネルギーの推進

。再生可能エネルギー利用の推進

不多動の脱炭素化の推進●

・廃棄物の発生抑制、資源循環の推進

・ 吸収源対策の推進

・ オールこたけによる参加・協働の推進

図 5‐ 1 施策の基本方針

基本方針■

基本方針 2

基本方針 3

基本方針 4

基本方針 5

轟本方針 6
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省工孝、ルギーの推進
基本方針 ユ

吸翼又源対策産業部門  業務その他部門  家庭部門   題輸簿関  廃棄物分野
【対策分野】

【取組の方向性】

一人ひとりが省エネを意識したライフスタイル・ビジネススタイルに転換し、無理のない省エネ

行動を実践します。また、省エネ家電や設備への関心を高め、積極的に買替を実践することで、エ

ネルギー消費量を減らしていきます。

町
民
の
取
組

①省エネ家電への買替

・ 古い電化製品は、更新時期に省エネ家電への買替を行います。

②住宅の省エネ化

・既存住宅の高断熱化を検討し、冷暖房の効率的な運用により省エネ化を推進します。

・新築住宅は消費エネルギーと創エネルギーが正味ゼロとなるZEH(ゼロ・エネルギ〒

・八ウス)を検討します。

③エコなライフスタイルヘの転換

・ 自然の光を最大限利用した暮らしや、着るものの工夫による冷暖房使用量の削減など、

環境にやさしいライフスタイルを心がけます。

④光熱買の見える化

・電気代やガス代を把握することで、家庭でのエネルギーの使い方を見直し、省エネ行動

につなげます。

・エコフアミリーなどに参加しヽ家庭で使用するエネルギーを把握します。

萎
業
蓄
の
嗽
組
・

①省エネ設備への更新

・省ェネ診断などを活用し、エネルギー負荷の高い設備や機器の省エネ型への入替を行い

ます。

②建物の省エネ化

・老朽化した建築物の省エネ改修や断熱
′
1生を改善する工夫を凝らし、エネルギー消費をお

さえます。                                   、

③ICT技術を用いたエネルギーデータの把握

・ ICT技術を活用することで、使用する設備類のエネルギー量を把握し、省エネ化の検討

につなげます。

④環境配慮型農業の推進

・耕畜連携による畜産堆肥の上壌への供給や農業のスマート化による省力化 。省エネルギ

ー化を図ります。

⑤エコなワークスタイルヘの転換

・エコアクション21への参加等やクールビズ、グリーン購入などの取組を推進します。
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第 5章 削減目標を達成するための施策

①庁合の管理運営                       ,
,空調や照明を適切に調節し、庁合の電力消費量を抑制します心

②町民 。事業者への省エネ支援

・町民へのうちエコ診断や、事業者への省エネ診断の推進を図り、地域の省エネ意識の向

上を図ります。

・町民や事業者の省エネ設備導入|ど関する情報提供を継続的に行います。

・省エネ設備の導入や取組による効果を事例として整理・情報発信し、町民・事業者の行

動化を促します。

||!|.

■4!

II!1

進子′ノ;管理指標 現状 (令和 4年度 ) 目標 (令和 12年度 )

うちエコ診断実施件数 (総合計画)
0件※

(5件 令和5年度)
8イ牛

住宅用地球温暖化対策設備設置事業

補助金申請件数 (総合計画)
高効率給湯器 11件 高効率給湯器 20件

※新型コロナウイルス感染症蔓延防止によるイベント中止のため
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再生可能エネルギー利用の推進
基本方針 2

綱及収源対策産業部門  業務その他部門  家庭部門   運輸野測 廃棄物分野

【対策分野】

【取組の方向性】

地域資源を活用した再生可能エネルギーの普及を推進し、非常時に自立電源として使用できる環

境を整えるなど、災害に強いまちづくりにも貢献します。

町
民
の
取
組

①再生可能エネルギーの導入・利用

・太陽光発電設備、家庭用燃料電池システム (エネファーム)をはじめとする再生可能エ

ネルギーの住宅への導入を検討します。

・再生可能エネルギー由来の環境にやさしい電気の選択に努めます。

事
業
者
の
取
組

①再生可能エネルギーの導入・利用

・工場や事業所への再生可能エネルギーの導入を検討します。

・再生可能エネルギー由来の環境にやさしい電気の選択に努めます。

・建物屋根や駐車場への太陽光発電システムの導入を検討します。

・福祉施設など、熱需要の高い事業所への太陽熱利用システム導入を検討します。

①再生可能エネルギーの導入・利用

・地域特性に応した再生可能エネルギーに関する情報提供等を行い、町民 ,事業者の再生

可能エネルギー導入を支援します。

・公共施設への再生可能エネルギー導入を率先してイ子います。

・防災拠点への太陽光発電設備や蓄電池 (EVを含む)の設署Lを率先実施し、災害時の非
常用電源としても使用できる環境整備を行います。

・再生可能エネルギー出来の環境にやさしい電気の調達を率先して行います。

岨
わ
中
“

進捗管理指標 現状 (令和 4年度 ) 目標 (令剤 12年度 )

町域における再生可能エネルギー導入量 3ファ320kW 50′000kW

公共施設における

再生可能エネルギー設置施設数
1施設 3施設
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第 5章 削減目標を達成するための施策

【対策分野】

【取組の方向性】

公共交通機関 (」 R,巡回ノヽス)の利用や近隣への徒歩・自転車の積極的な利用により自動車ヘ

の依存を極力減らし、脱炭素化だけでなく健康の維持・増進や公共サービスの活用の意識も持つて

取り組みます。

事
業
者
の
取
組

①自動車利用の削減

・ノーマイカーデー等により、通動時の公共交通機関、徒歩・自転車の利用を推進します。

②輸送の効率化      :
・輸送トラックの大型化の推進や荷主と輸送事業者が連携した物流拠点の集約化、地域内

での共同輸配送等、輸送の効率化を図ります。

移動のi脱炭素化の推進
基本方針 3

吸収源対策産業部FE 業務その他森『 F電 家庭部門 廃棄 ′々材分野爛腑鰈関

町
民
の
取
組

①自動車利用の削減

・]Rや巡回ノヽスの利用や、近場へは徒歩・自転車で移動するなど、自動車の利用を可能

な限り減らします。

②自動車の利用時の環境配慮

・燃料使用量を低減する「ふんわリアクセル」や「アイドリングストップ」等のエコドラ

イプを実践します。

③再配達の抑市l
・宅配便の再酉E達によ否C02の排出を抑制するため、置き配や自宅以外の受取拠点を汚用

します。

①巡回バスのルート見直し         '
・町内巡回ノヽス及び買物支援パスのルートを見直し、利便性を高めます。

②電動車の導入推進

・公用車の電動化を推進し、環境イベント等で電動車の環境・
｀
防災面の機能を紹介します。

・町内での充電ステーション設置を推進し、電動車の利便1生向上を図ります。

③カーシェアリング・シェアサイクルの検討

・民間事業者との連携により、電動車のカーシェアリングや、短距離移動の利便性を図る

ため、シェアサイクルを検討します。

進捗管理指標 現状 (令和 4年度 ) 目標 (令和 12年度 )

町内巡回バスの利用者数 (総合計画) 19′ 683人 2ファ000人

町内巡回ノヽス及び買物支援ノヽス

並びに公用車べのEV車導入
0台 5台

公用車へのノヽイブリッド車の導入 1台 5台

25



廃棄物|の発生抑制、資源循環の推進
基本方針 4

家庭書るFE産業部 F零 業務その他部

【対策分野】

運輸部門

【取組の方向性】

買い物をする際は、極力長く使用できる製品を購入するなど廃棄物の発生抑制を意識し、廃棄物

が発生した際は適切に分別するなど、資源の循環利用に協力しますと

事
業
者
の
取
組

① 3Rの推進

・ 自社の商品について、発生する廃棄物量を削減する工夫を行います。

・店舗では、使い捨てプラスチック製品の配布を削減し、廃棄物の発生を抑制するととも

に、消費者の意識変容を図ります。

・従業者の分別意識を高め、発生したごみを適切に分別することで資源化を推進します。

鬱歳収源対策廃兼協分野

町
民
の
取
組

① 3Rの推進

・マイノミッグ、マイボトルの利用により、使い捨て商品の使用を控えます。また、買い物

時は長く使える製品を購入します。

・資源は極力再資源化ができるよう、ごみの分別を徹底します。

・食品ロスを削減するため、食材の使い切り、食事の作りすぎに注意し、贈答品などの期

限内に食ぺ切れない食品は近隣や地域のフードノヾンク団体などに提供します。

・生ごみは、コンポスト化などに積極的に取組み、自ら減量・資源化を進めます。

① 3Rの推進
・商品の購入時に、環境負荷の低い詰め替え製品や量り売り、簡易包装を選択するなど、

廃棄物の減量化につながる消費行動への啓発や情報発信を行います。

・生ごみコンポスト講座の実施やII青報提供等により生ご
｀
みの減量化 ,資源化を支援します。

・商品やサービスの購入に当たり、より環境負荷が少ない商品等を選択するグリーン購入

を率先実施し、町内事業者へも実E完を促します。

進芋′ノ+管理指標 現状 (令和 4年度 ) 目標 (令和 12年度 )

町民一人当たりのごみ〕F出量 285.lkg(フ 81g/人 日) 284.フ kg(フ80g/人日)

資源ごみ回収量 (総合計画) 123.フ 63kg 160′000kg

生ごみ処理容器購入賣補助金申請件数 3件 5イ牛
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吸収源対策の推進

基本方針 5

第 5章 削減目標を達成するための施策

【対策分野】

運輸部門

【取組の方向性】

森林は二酸化炭素を吸収する機能を有するとともに、美しい自然景観を作り出し、生物多様
1性の

維持や水源かん養など私たちに多くの利益をもたらします。このような森林の持つ役割を理解し、

森林の保全や身近な場所の緑化等を推進していきます。

産業部門 業務その他部門 家庭部 F] 廃棄物分野 吸収源対策

町
民
の
取
組

①森林保全・緑化の推進

・植樹イベントや森林・林業に関する活動へ参加することにより、近隣地域を含めた森林

の保全に協力します。

・都市緑化の意義や効果を理解し、所有地や管理地の緑化を行います。

②地域木材の利用

・地域の林業が置かれる状況を理解し、住宅の木造化や木製品を積極的に利用します。

事
業
者
の
取
組

①森林保全・緑化の推進

・植樹イベントや森林・林業に関する活動への従業員の参加を促し、近隣地域を含めた森

林の保全に協力します。

・都市緑化の意義や効果を理解し、敷地内の緑化を行います。

②地域木材の利用

・地域の林業が置かれる状況を理解し、建築物の木造化や木製品を積極的に利用します。

③堆肥の利用推進

・ 家畜排せつ物の農地利用など、環境にやさしい農業を実践します。

①森林保全 。緑化の推進

・森林の持つ多様な機能 (防災、環境保全、水源かん養、保健休養)などを考慮し、保全
・整備を図るとともに、森林保全や木材利用の重要性について普及啓発を行います。

②地域木材の利用

・建築物への木材利用の意義や効果を啓発し、地域での木材利用を推進します。また、公

共施設へ木材を率先して利用し、町民が木の良さを感じる機会を創出します。

2フ



オーデレこたけによる掛瀬・協機り推進
機本方針 6

【対策分野】

【取組の方向性】

地球温暖化対策は、社会を構成するすべての主体が、それぞれの日常的な活動と環境との関わりを

認識し、自主的・積極的に取組みを進めることが必要です。地域で活動する主体同士が学び合い 。励

まし合いながらオールこたけでの目標の達成に取組みます。

町
民
の
取
組

①環境イベントヘの参加

・ 町や町内の団体が主催する環境イベントに参加・協力し、地球温暖化に関する意識を高

めます。

②取組情報の発信

P自らが実施する省エネの取組等、生活の中の工夫、体験などをSNSなどで発信し、多

様な層への取組を促します。

産業部門  業務その他部門  家庭部門   選鶴 測  廃棄物分野  吸収源対策

事
業
者
の
取
組

①地球温暖化防止活動への連携 ,実施

・ 町役場や町民と運携し、地球温暖化防止活動の実践や取組の発信を行います。

②環境人材の育成

・従業者への研修等を通し、環境人材を育成します。

③製品・サービスの提供

・地球温暖化を防止する省エネ・省資源製品の開発や、シェアリングなどのサービスを創

出し、地球温暖化防止i経済成長の両立を図ります。

①地球温暖化に関する情報発信

・地球温暖化の影響や、町民や事業者が容易に取組める情報を広報誌や町のSNSな どで

発信します。

・温暖化対策に関する優良事例を整理し、定期的に発信します。

・環境 (ご関する講座やイベントを実施し、地球温暖化を楽しく学び、実践する機会を創出

します。

②環境人材の育成
。年代に応じた環境学習メニューを整備し、幅広い層での環境意識を高めます。

・地域の環境団体等と連携して環境ボランテイア制度の創出や活動の機会を提供する等、

環境人材の育成を推進します。

・町職員の地球温暖化への意識を高めるため、研修等を実施します。
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第 5章 削減目標を達成するための施策

連
携
し
た
取
組

①町内会との連携

・地域ぐるみでの行動化を促すため、町内会などの地域コミュニテイを対象にしたキヤン

ペーン等を実施し、地域が取組に参画する機会を増やします。また、家庭や地域での優

れた取組に対する表彰を行い他地域への展開を図ります。

②福祉・教育機関との連携

・社会福祉協議会や教育機関と運携し、児童クラブや老人クラブ、学校等の要望に応し、

地球温暖化防止活動推進員やふくおか環境マイスター等による出前講座、ワークショッ

プなどを開催し、温暖化への理解促進や行動化の輪を拡大していきます。

③商工会・工業団地との連携

・ 商工会や工業団地と運携し、それぞれの会合の場を活用した脱炭素化に関する情報共有

・意見交換の実施や、取組の事例紹介、国や県の支援情報の提供等を行います。

④農業委員会との連携

・農業委員会と連携し、農業分野の脱炭素化に向けた課題を把握し、地域に適した省エネ

。再エネ導入の検討や農業従事者の意識啓発を図ります。

⑤研究機関との連携

・地域エネルギー資源の最適利用や、地域に合つた脱炭素交通の導入及び運用方法、住民

の意号哉啓発など、地域脱炭素の実現に向けた研究機関の実証の場として、町有施設や町

内モデルエリアの倉u出に協力しますЬ         :
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嘲‐「11‐ |「 ド
F IIィ 十111:
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福祉団体・教育機関
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工業団地

且 |

ね 町役場

番戦
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一

学

一
一

鶴
一 鼻 渾
△
ム
ロ貝委業由辰 研究機関

進捗管理指標 現状 (令和 4年度 ) 目標 (令和12年度 )

環境イベン トの開催数
0回※

(1回 令和 5年度 )
2回

※新型コロナウイルス感染症蔓延防止によるイベント中止のため
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第 6章 気候変動適応策
lB背景と意義
(1)気候変動適応とは

気候変動を抑えるためには、緩和 (温室効果ガスの発生を抑える)が最も必要かつ重要な対策で

す。早急に温室効果ガスの大幅削減に向けた取組みを開始し、それを長期にわたり強化・継続してい

かなければなりませんが、一方で、緩和の効果が現れるには長い時間がかかります。そのため、最大

限の排出削減努力を行つても、過去に〕F出された温室効果ガスの大気中への蓄積があり、ある程度の

気候変動は避けられません。既に観測記録を更新するような異常気象が、私たちの生活に大きな影響

を及ばしています。

激しい大雨が毎年のように水害を引き起こし、災害級の暑さによりひと夏で 1′ 000人以上の死者が

出た年もあります。気候変動によつて、こうした異常気象が将来は頻繁に発生したり深刻化したりす

ることが懸念されており、変化する気候のもとで悪影響を最小限に抑える「適応」が不可欠です。
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第 6章 気候変動適応策

2日 小竹町の気候変動の現況と将来予測

(■ )小竹町への影響評価

①平均気温

小竹町に最も近い飯塚気象観測所で観測された気温は年々上昇傾向にあります。また、将来 (21

世紀末)の気候は、年平均は約4.1℃、最高気温は約4.0℃、最低気温は約4.2℃上昇が予測されてい

ます。(資料 :福岡管区気象台「九州・山口県の地球温暖化予測情報第 2苔」)

1目L0
トレ 1 豊7

―― ―各年の平均気温の基準値からの偏差

――― 長期変化傾向

^^ハ 偏差の5年移動平均
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参考 :気象庁「九州・山口県の気候変動監視レポート」

図6-2 飯塚気象観測所の年平均気温

②猛暑口 。熱帯夜 。冬日

飯塚気象観測所の年間猛暑日日教は10年間で0,フ国増加(熱帯夜は1,8日増加しており、熱中症患

者の増加や暑熱によ否ス トレスの増加が懸念されています。また一方で、冬日の日数は10年間で3.9

日減少しています。

1吾来 (21世紀末)は、猛暑日は約35日、熱帯夜は約64日の増加、冬日は約22日の減少が予測され

ています。
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参考 :気象庁「九州 。山口県の気候変動監視レポート」

図 6-3 飯塚気象観測所の年間猛暑日日数
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参考 :気象庁「九州・山口県の気候変動監視レポート」

図 6‐ 4 飯塚気象観測所の年間熱帯夜日数
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参考 :気象庁「九州 .山口県の気候変動監視レポート」

国 6‐ 5 飯塚気象観測所の年間冬日日数       ヽ

③大雨発生回数

飯塚気象観測所の日降水量100mm吸上の大雨発生回数は、統計的に有意な変化傾向は確認されて

いませんが、九州北部地域において、最近 10年間の大雨発生回数が過去より増加していることか

ら、今後も雨の降り方には注視する必要があります。
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参考 :気象庁が提供、国立環境研究所が解析したデータを基に作成

図 6‐ 6 飯塚気象観測所の日降水量100mm以上の年間日数
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第 6章 気候変動適応策

④将来の大雨発生回数

福岡県における現在気候での大雨 (国降水量100mm以上、200mm以上)と短時間強雨 (1時間

降水量30mm以上、50mm以上)の年間発生回数と将来 (21世紀末)における年間発生回数の変化

をみると、いずれも1琴来、増加することが予測されています。

回/地点

現在 (1980～ 1999)

将来 (21世紀末)

Ｓ

百
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■

０
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ユ

日碑輩量  B噂間辟ホ重 lttB酵上量
鰤 賦上  争儀H画吐上  蜘 上

参考 :気象庁「九州・山口県の地球温暖化予測情報第2巻」

図6-7 福岡県の大雨・短時間強雨の年間発生回数

3日 分野別の取組

気候変動の影響については、現時点 lこおいて、気温や水温の上昇、降水日数の増減等に伴い、農作

物の収量の変化や品質の低下、動植物の分布域の変化や桜の開花の早期化等がすでに現れていると言

われています。将来は(農作物の品質の一層の低下、多くの種の絶減、渇水の深刻化、水害・土砂災

害を起こしうる大雨の増加、夏季の熱波の頻度の増加等の恐れが示されています。

すでに生じている影響に対し、本町では、水害を抑制する

"'水

施設の強化や熱中症予防対策などの

対策を講してきました。このような対策に引き続き取り組んでいくとともに、未だ対応できていない

リスクに対しては、最悪の事態が発生したとしても、人命被害の回避や経済被害の最小化を図るため

の対策を準備するとともに、早期の復旧・復興を実現し、経済活動が機能不全に陥らない、強朝性

(レジリエント)のある地域づくりを目指します。

本町では、影響の大きいフ分野として「農業・林業・水産業」、「水環境・水資源」、「自然生態

系」、「自然災害」、「健康」、「産業・経済活動と、「町民生活」について、現在すでに報告されている影

響と将来生じうるリスクを示すとともに、これに対する本町の取組を示しますと
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(1)震業・林業

<現在の気候変動影響>
■水稲においては、高温による品質低下や極端な高温年の収量の減少が発生しています。

■夏季に、肉用牛や豚、肉用鶏の成育や肉質の低下、採卵鶏の産卵率や卵重

の低下、乳用牛の乳量・乳成分の低下等が報告されています。

<将来の気候変動リスク>                      |
■2010年代と比較した乳白米の発生割合が2040年代には増加すると予測され、一等米面積の減少

により経済損失が大きく増加すると推計されます。

■温暖化とともに、牛、豚、鶏の成育への影響が大きくなることが予測されています。

(2)水環境 。水資源

く現在の気候変動影響>
■水温の変化、水質の変化、流域からの栄養塩類等の流出特性が変化しています。

■降水国数の減少や渇水が発生しています。

<将来の気候変動リスク>
■近未来 (2015～ 2039年)から渇水の深刻化が予測きれ、水道水、農業用水、工業用水等の多

くの分野に影響を与える可能性があり、社会経済的影響が大きくなります。

麟

適応策 担当部署

高温に強い品種への転換や、高温に対応した栽培方法や設備の導入について、県や

」A等と連携し、情報提供を行います。

農政環境課

畜合の暑熱対策について、暑熱対策設備の整備に関する支援情報を提供します。 農政環境課

造朧

適応策 担当音B署

河川やため池の水質モニタリングを実施します。 農政環境課

町民や事業者への渇水リスクの周知を行い、節水等、渇水対策への意識を高めます。 上下水道課
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第 6章 気候変動適応策

(3)自然生態系

く現在の気候変動影響>

■植物の開花の早まりや動物の初鳴きの早まりなど、動植物の生物季節の変動につ

いて多数の報告が確認されています。

く将来の気候変動リスク>

山生物季節の変動について、ソメイヨンノの開花日の早期化、落葉広菜樹の着菓期の長期イし、紅菓

開始日の変化や色づきの悪化など、様々な種への影響が予測されています。

適応策 担当部署

国立環境研究所が行う「市民調査員と連携した生物季節モニタリング」の周知を行

い、町民の意識向上や気候変動の生物への影響評価に協力します。

農政環境課

(4)自然災害

く現在の気候変動影響>
■時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百mmから千mmを

超えるような大雨の発生による甚大な水害 (洪水、内水)が発生して

います。

<将来の気候変動リスク>

■洪水を起こしうる大雨事象が日本の代表的な河川流域において今世紀末には現在に比べ有意に増

加することが予測されていまつ。

通廊驚

選麟

適応策 担当部署

小竹町総合防災マップやため池八ザードマツプにより、町内の危険箇所を周知

し、災害時の被害を最小限に抑えるための意識啓発を行います。

総務課

農政環境課

町及び商工団体等は、企業防災の重要性や事業継続計画 (BCP)の必要性について

啓発を行います。

企画調整課
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(5)健康

<現在の気候変動影響>
■福同県における熱中症救急搬送者数は、増加傾向にあります。

<将来の気候変動リスク>
■将来にわたつて、気温上昇により心血管疾患による死亡者数が増加すること、  ・ a

2030年 ,2050年に暑熱による高齢者の死亡者数が増加することが予測されています。

(6)産業・経済活動

<現在の気候変動影響>
■製造業は水害により国内で131億円 (2017年 )の被害が発生しており、大雨発生

回数の1曽加による水害リスクの増加が!旨摘されています。

■海タトのサプライチェーンなどが水害等の影響を受けたとき、国内の製造業に影響を

与えることがあります。

く将来の気候変動リスク>
■平均気温の変化は、企業の生産過程、生産物の販売、生産施設の立地などに直接的、物理的な影

響を及ばすとともに、国内で導入される気候政策を通して要素価格や生産技術の選択、その他の

生産費用と経営環境等にも影響を及ぼします。

適応策 担当部署

町及び商工団体等は、企業防災の重要性や事業継続計画 (BCP)の必要性にういて

啓発を行います (再掲)。

企画調整課

呵
壇 i「!lig

韓 嗜翻 と̀t

鱗

適応策 担当部署

広報こたけ、町木―ムページ、リーフレット等により熱中症の予防及び対処法の普

及啓発を実施します。

健康増進課

クールビズ、クールシェア等の気温上昇に適応したライフスタイ)レを普及推進しま

す。

農政環境課

■ ■

麟
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第 6章 気候変動適応策

(7)町民生活

<現在の気候変動影響>
■近年、各地で大雨・台風 。渇水等による各種インフラ・ライフ

ラインヘの影響が確認されています。

<将来の気1兵変動リスク>
■水道インフラに関して、河川の微細浮遊土砂の増加により、水質管理に影響が生じること、交通

インフラに関して、国内で道路のメンテナンス、改修、復旧に必要な費用が増加することが予測

されています。

適応策 担当部署

気候変動の影響への「適応策」に関する啓発を広報誌やパンフレット等により実

施します。

農政環境課

イベントや出前講座などで、周知や啓発を行います。 農政環境課

3フ



第フ章 推進体制と進捗管理

第 7章 推進体制と進拶管理
18推進体制
本計画を推進するためには、行政がリーダ

「

シップを発揮して取組を推進するとともに、町民や町

内事業者が主体性を持ち、認識の共有や連携を図りつつ、それぞれに期待される役割を踏まえて行動

していきます。  ―

また、地球温暖化問題は、本町だけで解決できるものではなく、広域的な取組や制度の見直しも必

要になります。そのため、国や県、近隣の自治体、関係団体等とも情報を共有しながら、この地球温

暖化の課題に向き合い、より効果的な取組に繋げてし(ヽくこととします。

2E進捗管理          ′

計画を着実に推進し、実効性のあるものにするため、PDCAサイクルを活用し、取組の実施状況や

指標の達成度を把握します。

また、国や県の地球温暖化対策や社会情勢の変化、脱炭素技術の研究や普及状況を踏まえ、必要に

応して施策や目標の見直しを行います。

Pian
(企画・立案)

・ 評価を踏まえた施策の改善
。次期計画への反映

継続的改善
・ 計画の策定・改定
。事業計画の立案

・各種施策・事業の実施
,各主体の自主的取組・協働

。進捗状況の把握

図 7‐ ■ 実行計画の進捗管理
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1.小竹町地球温暖化対策実行計画 (区域施策編)策定検討委員会

【委員】

氏名 所属・役職等
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小方 智浩 小竹町役場農政環境課長
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2.2023年 (令和 5年)町民アンケー ト調査結果の概要

(1)調査趣旨

町民の地球温暖化対策への認識、取組内容、行政に求められている対策や支援などを把握し、

調査結果に基づいて有効な施策立案に活用するためにアンケート調査を実施しました。

(2)実施概要

① 実施期間
② 調査対象
③ 配布方法
④ 回収方法

(3)設間の概要

O 属   性
② 認   識
③ 省エネ行動
④ 省エネ設備
⑤ 気 候 変 動

(4)回収状況

① 回収数

② 回収率

668イ牛 (重[送 :611イ牛

約2フ 0/0

9月 25日 (月 )～ 10月 20日 (金 )

2,400世帯 (回答は個人単位 )

回覧板

郵送またはウェブ (インターネット)

性別、年代、居住地区

地球温暖化の認識 (取組中、知つている、知らないなど)

取り組んでいる省エネ行動 (節電、ェコドライブなど)

太陽光発電やEVなどの導入状況、導入意向など

適応や対策の状況、不安に感じること、行政への要望など

ウェブ5フ件)
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(5)回答結果

① 属性

無回答

30/。

h

20歳代

10/0

30歳代

4。/0  40歳
代 60/0

50歳代

110/o

80歳以上

170/O

図1 回答者の年代

.回答者の年代別の内訳は「フ0歳代」が350/cと最も多く、以下、「60歳代」が230/c、 「80歳以

上」が170/0となりました。若年層の回答件数は少なく「10歳以下」は 00/c、 「20歳代」は 1

0/0、 「30歳代」は40/0で した。

② 地球温暖化に関する認識

関心はない 無回答

1。/。    6%

情幸風が無く、

よく知らなし

4。/o

知ってはいる

が、何に取組め

ばよいかわから

ない

270/o

230/。

図2 地球温暖fLに関する認識

「すでにできることに取り組んでいる」が39%と最も多く、「欠日つてはいるが、何に取組めば

よいかわからない」が270/O、 「矢]ってはいるが、まだ取組はしていない」が230/oとなりました。

り

60歳代

230/1)
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③ 省エネ行動
(ア)家の中での省エネ行動

00/。

照明をこまめに切る・家電製品のエコモード使用等 躍雷電現
「
・・・・・・・

■■■田■■■■■■■■■田■

暖房・冷房の温度設定の調節

給湯・お風呂の省エネ
620/O

手ネルギ=使用量の把握 目盟目冒島差望込240/o
ごみの分別をして、資源化回収に出している 職  40/。

生ごみのコンポスト化 〓呂昌目昌呂溜聟絶30/。
使い捨て容器などを使用しない              370/O

200/。 400/o 60。/o 800/O 100。/。

79%

83。/O

810/o

田実施している

趨今後取り組みたい

図3 家の中での省エネ行動 (複数回答 )

「暖房・冷房の温度設定の調節」、「ごみの分別をして、資源化回収に出している」、「照明を

こまめに切る 。家電製品のエコモードを使用する等」が多くなつています。一方で「エネルギー

使用量の把握 (環境家計簿をつけている)」、「生ごみのコンポスト化」は実施している割合がそ

れぞれ 130/o、 180/0と少ないものの、今後取り組みたい件数は他の取組より多くなつています。

(イ )移動時の省エネ行動

OO/0    100/0    200/0    300/0    400/0    500/。     600/。     フOO/0    800/O

エコドライブの実践 730/O

近場への徒歩や自転車での移動 240/c

公共交通椎関の利用          17。/。

図4 移動時の省エネ行動 (複数回答 )

移動時の省エネ行動については「エコドライブ (急発進や急な加速・減速をしない運転)の実

践」がフ30/。と最も多く、以下、「近場への徒歩や自転車での移動 (車を使わない)」 が240/O、

「公共交通機関 (バスや電車)の利用」が1フ 0/0となりました。
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④ 省エネ設備
(ア)省エネ・創エネ・蓄エネ設備等の導入状況・意向

00/0   10%   20%  30%  400/。    50%   600/o  700/0  800/o

太陽光パイ、)レ 〓〓TttH4%
太陽熱利用 (給湯など)=:碗

高効率給湯器 (エコキュートなど) ■日日■B 7%

蓄電池 (電動自動車メタト)〓 出ど色 100/。

本質パイオマス利用 .(薪ス トTグなど)と 翌住 ブo/。

再ェ才、電気の購入 =〓〓工翌缶 15%

その他 :駒

400/o

無回答                             72砿

※無回答は、「導入済みの設備」、「今後、導入したい設備」の

有無に対する質問に対し、無回答であつた割合を指します。

図 5 省エネ・創エネ・蓄エネ設備の導入状況・意向 (復数回答 )

「高効率給湯器」が400/。 と最も多く、「太陽光パネル」が 140/。となりました。「無回答」の

490/oを未導入とすると、半数近くは未導入となつています。

導入したい省エネ・創エネ・蓄エネ設備等は「再エネ電気の購入」が 150/ci「蓄電池 (電動自

動車の畜電池以外 )」 が 10°/oであり、全体的に導入の意思は低くなつています。

(イ)家電の保有年数、保有期間と買替え予定

コ導入済み

・ 導入したい

350  イ牛0 50 100 150 200 250 300

12 14

ァレビ

エアコン

冷蔵庫

リビング照明

0 2

口0～ 3年 避4～ 6年 ■フ～9年 ■10年収上

図 6 家電製品の保有年数別の割合

4 6 8 10

7

16     18     20 件

ァレビ

エアコン

冷蔵庫

リビング照明

とと

日0～ 3年     ■4～ 6年     ■7～9年     日 10年以上

図フ 家電の保有期間と 1年以内の買替え意向

家電の保有期間については、「10年以上」の割合が最も高いのはテレビと冷蔵庫で、冷蔵庫は

他の家電と比較すると保有期間が長くなっていますと

そのうち、 1年以内の買替え予定は冷蔵庫が4件、エアコンが4件、テレビがフ件、リビング

照明が 3件であり、古い家詞であっても使い続ける傾向が見られます。

9

10

31    2    1
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(ウ)自動車の保有状況、保有期間と買替予定

OO/o 200/。 400/O 600/o 800/o

760/Oガソリン車

ディーゼル車 E2%
.八イプリッド車       210/O

電動自動車 110/o

図8 自動車の保有状況 (保有の有無と種類)(複数回答)

回答者のフ70/0が自動車を保有しており、うち、「ガソリン車」が760/o、 「ディァゼル車」が2

0/O、 「八イブリッド車」が210/0、 「電動自動車 (EV)、 水素自動車など」(以下「電動自動車」と

いう。)が 10/oで した。

20。/O 400/O 60% 80% 1000/。OO/O

ガソリン車

ディーゼル車

八イブリッド車

電動自動車

合計

ガソリン車

ディーゼル車

八イブリッド車

合計

OO/0

日0～ 3年

200/0

こ4～ 6年    ■フ～9年

図9 自動車の保有期間

400/o

B10年以上

600/o 800/O 1000/。

HO～ 3年    B4～6年    ■7～9年    霞10年以上

図10 3年以内に自動車の買替え予定がある回答者の自動車保有年数

自動車の「10年以上」の保有を見ると、ガソリン車が310/oと最も高くなうてしヽます。このう

ち(3年以内の買替えを行う予定がある回答者は490/0となつています。

180/o22% =ィ290/o

430/o イ36%
lt゛ヽ250/o360/o 23。/o

'ト

ウ!50。/o 33。/o

190/o .・″,2フ O/o 2S%

IⅢ
Ⅲt′

i下90/o90/o 330/o

|■Й330/。 330/o

|■ i!ヤ [350/o29。/o

11:「
it,「15。/o80/o 32。/。
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⑤ 気候変動
(ア)気候変動対策でリスクと感じること

風水害の増加、大規模化

高温による河川など水質の悪化

猛暑による健康被害や、外出を控えることによる健康維持への影響

エアコンなどの使用時間の増加による電気代の高騰

天l欠
‐
不順の影響による生鮮品、飲食料品などの価格の不安定化

害虫や雑草等の生息域の変化など生態系への影響

気候変動による農作物への影響に対する情報提供や栽培品種等の情報発信

水源の水質管理など、水資源保全に対する取組

00/o 200/o     40。 /。     600/o     800/o    1000/o

820/O

410/O

640/O

750/O

650/o

460/O

電気・電子機器の故障の増加 ■■■■■ 19°/o

図 11 気候変動対策でリスクと感じること (複数回答 )

気候変動の影響でリスクと感じることについては、「風水害の増加、大規模化」が820/0と最も

多く、以下、「エアコンなどの使用時間の増加による電気代の高騰」がフ50/0、 「天候不順の影響

による生鮮品、飲食料品などの価格の不安定化」が650/0、 「猛暑による健康被害や、外出を控え

ることによる健康維持への影響」が640/oとなつた。

(イ)気候変動対策で町が取り組むべき事項

0。/0 200/O 400/O 600/0 800/。 1000/O

340/。

520/O

希少生物の保護など、生態系保全のための取組 ■■■■■■ 170/。

豪雨や大型合風など自然災害への対策の強化

熱中症予防や暑熱対策など、町民の健康維持に対する取組

災害に強いインフラの整備など、安心できるまちづくり

840/0

470/O

690/O

町民の気候変動に対する知識や備えを強化するための啓発活動            32。 /。

図12 気候変動対策で町が取り組むべき事項 (複数回答 )

気候変動対策で町が取り組むべき事項については、「豪雨や大型台風など自然災害への対策の

強化」が840/0と最も多く、「災害に強いインフラの整備など、安心できるまちづくり」が

690/0、 「水源の水質管理など、水資源保全に対する取組」が 520/0、 「熱中症予防や暑熱対策な

ど、町民の健康維持に対する取組」が4フ 0/0となりました。
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3日 2023年 (令和5年)事業者アンケエト調査結果の概要

(1)調査趣旨

事業者の地球温暖化対策への認識、取組内容、行政に求められている対策や支援などを把握

し、調査結果に基づいて有効な施策立案に活用するためにアンケー ト調査を実施しました。

(2)実施概要

① 実施期間
② 調査対象
③ 配布方法
④ 回収方法

(3)設間の概要

候

(4)回収状況

① 回収数

② 回収率

86イ牛 (垂 m送 :59イ牛

300/o

9月 19日 (火 )γ 10月 6日 (金 )

283事業所

垂F送

垂F送またはウェブ (インターネウト)

①

②

③

④

⑤

性
，
識

動行ネエ

属

認

省

業種、従業者数、業況

地球温暖化の認識 (取組中、知つている、知らないなど)

取り組んでいる省エネ行動 (節電、エコドライブなど)

太陽光発電やEVなどの導入状況、導入意向など

適応や対策の状況、不安に感じること、行政の要望など

ウェブ2フ件)

再エネ設備省エネ

動変た風
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(5)回答結果

① 属性

生活関連サービス業′娯楽業
その他

130/O
40/O

農林漁業

30/。

宿泊業′飲食サービス業

50/O

卸売業′小売業

6。/O

190/o

製造業

160/0

その他サービス業

140/。

運輸業′郵便業 建義業

'°

/°    12硫

園□13 回答者の業種

業種については、「医療、福祉」が 19°/。と最も多く、以下、「製造業」が160/o、 「その他サー

ビス業」が 140/0、 「建設業」が120/0となつています。

② 地球温暖化に関する認識

関心はない

7。/O

情報が無く、よく知らない すでに取り組んでいる

30/。 330/。

知っているが、

何に取り組めばよいかわからない

190/o

知つているが、

まだ取組はしていない

340/0

図■4 地球温暖化に関する認識

地球温暖化に関する認識については、「宋日つているが、まだ取組はしていない」が340/cと最も

多く、以下、「すでに取り組んでいる」が330/0、 隊日つているが、何に取り組めばよいかわから

ない」が 190/0、 「関心はない」がフ0/0、 「情報が無く、よく知らない」が 30/0となりましたと

無回答

40/o
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③ 省エネ行動
(ア)省エネで実施している取組

00/O 200/。 400/O 600/o 800/o

69%

100%

62%

■■■■■ 15。/。

■■ 70/。

E20/O

67。/O

210/O

図15 省エネで実施している取組 (複数回答)

省エネ行動で実施している取組については、「暖房・冷房の温度設定の調節」が690/oと最も多

く、以下、「ごみの分別」が6フ 0/0、 「不要時の照明の消灯、明るい時間帯の照明の間引き」が

620/cで した。

④ 省エネ設備
(ア)省エネ設備の導入状況・意向

0% 200/o 60% 800/o 1000/。

暖房・冷房の温度設定の調節

不要時の照明の消灯、照明のF口弓引き

みどりのカーテン、敷地内の緑化

通勤や社有車運用の改善

モーダルシフトによる製品輸送の改善

どみの分別

.エネルギー使用量の把握

省エイ、性能の高い空調機器

省エネ性能の高い冷蔵冷凍機器

照明のLED化

HV、 EVなどの次世代自動車

電動の建設機械など

理 池1%

■覧

600/。

B導入済み省エネ設備
コ今後導入したい省エネ設備

靭
　
期

翌 14%

19。/c

図■6 省エネ設備の導入状況・意向 (複数回答)

導入済みの省エネ設備は、「照明のLED化」が600/oと最も多く、以下、「省エネ
jl生
能の高い空

調機器」が340/。でした。

今後導入したい省エネ設備は、「省エネ性能の高い空調機器」が220/O、 「HV、 EVなどの次世代

自動車」が210/O、 「照明のLED化」が 190/o、 「省エネ′1生能の高い冷蔵冷凍機器」が 140/0となりま

した。
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(イ )省エネ設備導入への意向

無回答  積極的に導入
70/。 10%

資金面や体制面等に難があ

るため導入は難しい

260/。

機能や性能が適さず

資金面や体制面を考慮し

て、可能な範囲で導入

48%導入は難しい

9。/o

図17 省エネ設備導入への意向

省エネ設備導入への意向については、「資金面や体制面を考慮して、可能な範囲で省エネ設備

を導入している」等、積極的または可能な範囲で省エネ設備を導入している割合が500/0以上と

なりました。■方で、設備の機能や性能、資金面や体制面等の要因により省エネ設備の導入が難

しいとする事業所の割合は350/。となりました。

(ウ )省エネ設備導入時の支援の要望

0。/o 20。/。 40。/o

資金面の支援 (補助金等)

金融機関の金利め優週           19%

申請等の手続、書類作成のサポート 200/O

申請等の手続の簡略化、窓口の一本化 330/。

図18 省エネ設備導入時の支援の要望 (複数回答 )

省エネ設備導入時の支援の要望については、「資金面の支援 (補助金等 )」 が680/0と最も多

く、以下、「申請等の手続の簡略化、窓国の一本化」が330/0、 「申請等の手続、書類作成のサポ

ー ト」が200/O、 「金融機関の金利の優通」が 190/cとなりました。

800/。60。/。

680/o
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⑤ 再エネ設備の導入状況・意向

00/。 50/O

太陽光発電

太陽熱利用システム

小型風力発電 性 20/O

本質バイオマス利用システム IL出静2%

電気・ガス・重油等エネルギー消費量・コストの増加

被害の増加、防災・減災コストの増加、保険料の高騰

猛暑等による従業員の労働環境の悪化

猛暑等による来店・来客の減少や来店頻度の低下

天候等による農作物の不作や病害虫発生

天候等による作物の不帯ぶど、原料調達の不安定化

90/。

100/o 150/o 200/O 250/o

160/o

E導入済み再エネ設備

■今後導入したい再エネ設備

750/O

4フ O/O

490/O

蓄電設備 200/O

再工4電気あ購入 ||||ILttЪ......山 ■ 11°/o

図19 再エネ設備の導入状況・意向 (複数回答 )

導入済みの再エネ設備について、「太陽光発電」が 90/0となつています。

今後導入したい再エネ設備については、「蓄電設備」が200/0と最も多く「太陽光発電」も16

0/oと関心が高くなつています。

⑥ 気候変動  
‐

(ア)気候変動の影響でリスクと慰じること

OO/。      200/0    400/。      600/c     800/o    1000/o

■■■1140/。

■ 50/O

■ E9°/o

図20 気候変動の影響でリスクと感じること (複数回答 )

気候変動の影響でリスクと感じることについては 「ヽ電気・ガス
。重油等エネルギー消費量 。

コストの増加」が750/0と最も多く、以下、「猛暑等による従業員の労働環境の悪化」が490/O、

「自然災害による物的被害の増加、防災 。減災コストの増加、保険料の高騰」が4フ 0/oとなりま

した。
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(イ)気候変動への対策状況

自然災害に対する設備強化・移転

自然災害に対する事業継続計画の策定

従業員の健康管理 (熱中症対策など)

店舗以外の販売網の確立

農作物の高温対策、家畜の暑さ対策など

原材料調達リスクの管理

0°/。          200/。

-150/O

…

140/。

■ 日 ■ 90/o

■ 4%

■■■田 11°/o

400/o 600/O 800/O

600/。

67%

図21 気候変動への対策状況 (複数回答)

気候変動影響への対策】犬況については、「従業員の健康管理 (熱中症対策など)」 が670/0と最

も多く、以下、「自然災害に対する工場・事務所の設備強化 !移転」が 150/c、 「自然災害に対す

る事業継続計画 (BCP)の策定」が 140/。となりました。

(ウ)気候変動対策における行政への要望

0°/。           20%

気候変動対策を行う事業者の事例紹↑        140/0

纂候変動対策に関する製品やサービスの情報提供        150/o

国や県などの取組や支援制度に関する情報提供

気候変動適応策を推進するための補助事業の実施

気候変動のリスクや対策の情報発信・学ぶ場の倉J出

図22 気候変動対策における行政への要望

気候変動対策における行政への要望については、「国や県などの取組や支援制度に関する情報

提供」が480/0と最も多く、次いで、「気候変動適応策を推進するための補助事業の実施」が46
0/0となりました。

400/O

480/O

460/O

280/。
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4日 温室効果ガス排出量の現況推計

(1)現況推計手法

本計画では、2023(令和5)年 3月の「地方公共団体実行計画 (区域施策編)策定 。実施マ三

ュアル算定手法編 (環境省)」 の改定を踏まえ、算定対象部門・分野や排出量算定方法の選定を

行い、部門別のエネルギー消費量や渚動量を使用して温室効果ガス初F出量を算出しています。

(2)算定方法

温室効果ガスの種類別・部門別・分野別の算定方法は次表のとおりです。

表1 温室効果ガス排出量の葺定方法 (1/3)

ガスの種類 部門・分野 算定方法 使用データ等

エネルギー起源

C02

産業
部F日

農林水産業
炭素排出量×44/12を
農林業総生産で按分

。炭素排出量 :者B道府県エネルギー消賣統計
(資源エネルギー庁)
。農林業総生産 :県民経済・市町村民経済計

算報告書 (福岡県)

建設業・

鉱業

炭素排出量×44/12を
従業者数で按分

・炭素排出量 :都道府県エネルギー消費統計

(資源エネルギー庁 )
。従業者数 :経済センサス活動調査

(統計局 )

製造業
炭素排出量×44/12を

製造品出荷額で按分

・炭素排出量 :都道府県エネルギー消費統計

(資源エネルギー庁 )
・製造品出荷額 :工業統計調査

(経済産業省)

業務その他部門
福岡県羽F出量を

延ぺ床面積で投分

・福岡県排出量 :ふくおかエコライフ応援サ
イ ト (福岡県 )
・延べ床面積 :固定資産の価格等概要調書、

公共施設状況調査 (総務③ ′

家庭部門
福岡県排出量を

世帯数で捜分

・福岡県排出量 :ふくおかエコライフ応争差サ
イ ト (福岡県 )
。世帯数 :住民基本台帳 (総務省 )

運輸
部F日

自動車
燃料別自動車保有台数文

排出係数

燃料別自動車保有台数 :自 動車燃料消費量

調査 (国土交通省 )

鉄道

」R九州燃料使用量■
小竹町内線路距離×

排出係数

・コR九州燃料使用量 :鉄道続計年報
(国土交通省 )
・小竹町内路線距離 :GOogle mapにより推言十
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表2 温室効果ガス排出量の賞定方法 (2/3)

ガスの種類 部門・分野 算定方法 使用データ等

メタン(CH4)

燃料の

燃焼

炉における

燃料の燃焼

全国の温室効果ガス排

出量を製造品出荷額/
該当分野のC02羽卜出量
で按分  |
小竹町該当施設の燃料

使用量×排出係数

・日本の温室効果ガス排出量データ (国立環境

研究所 )
・製造品出荷額 :経済センサス活動調査 (経済

産業省)
・小竹町該当施設の燃料消費量 :実数 (小竹町

調べ )

自動車の

走行

車種毎・燃料種毎の自動

車走行キロ×′Jヽ竹町保有

台数■全国保有台数×排

出係数

・車種別・燃料種毎の自動車走行キロ :自動車

燃料消費量調査 (国土交通省)
・保有台数 :福岡県統計年鑑 (福岡県)

農業

水 田
作付面積×水管理割合×

排出係数

・作付面積 :作物統計調査 (農林水産省)
。水管理割合 :地方公共団体実行計画 (区域施

策編)策定 。実施マニユア)レ (算定手法編 )
(環境省 )

家畜の

飼養
飼養頭羽数×排出係数 ・飼養頭羽数 :福岡県提供デiタ

排泄物

管理

飼養頭羽数×排泄物量×

有機化合物割合×処理割

合×管理区分割合×排出

係数

・飼養頭羽数 :福岡県提供デTタ
・有機化合物割合、処理割合、管理区分割合 :

地方公共団体実行計画 (区域施策編)策定 。

実施マニユアル (算定手法編)(環境省 )

農業

廃棄物の

焼去口

年間収穫量×残さ率x

焼却害JttX排出係数

。年間収穫量 :作物統計調査 (農林水産省 )
。残さ率、焼却割合 :地方公共団体実行計画

(区域施策編)策定・実施マニユアル (算定
手法編)(環境省 )
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表3 温室効果ガス排出量の葺定方法 (3/3)

ガスの種類 部門・分野 算定方法 使用データ等

一酸化二窒素

(N20)

燃料の

燃焼

炉における

燃料の燃焼

・全国の温室効果ガス排
出量を製造品出荷額/
該当分野のC02排出量
で按分
・小竹町該当施設の燃撰
使用量×排出係数

・日本の温室効果ガス排出量データ (国車環境

研究所 )
・製造品出荷額 :経済センサス活動調査 (経済
産業省)
・小竹町該当施設の燃料消費量 :実数 (小竹町

調べ )

自動車の

走行

車種毎・燃料種毎の自動

車走行キロ×小竹町保有

台数■全国保有台数又排

出係数

・車種別・燃料種毎の自動車走行キロ :自動車

燃料消費量調査 (国土交通省 )
・保有台数 :福同県統計年鑑 (福岡県)

農業

水 田
作付面積 X水管理割合×

排出係数

作付面積 :作物統計調査 (農林水産省)
水管理書」合 :地方公共団千本実行計画 (区域施

策編)策定・実施マニユアル (算定手法編 )
(環境省 )

家畜の

飼養
飼養頭羽歎×排出係数 ・飼養頭羽数 :福岡県提供データ

排泄物

管理

飼養頭羽数×排泄物量×

有機化合物割合 X処理割
合×管理区分割合×排出

係数

飼査頭羽数 :福岡県提供データ  I
有機化合物割合、処理割合、管理区分割合 :

地方公共団体実行計画 (区域施策編)策定・
実施マニユアル (算定手法編)(環境省 )

農業

廃棄物の

焼去口

年間収穫量×残さ率×

焼却割合×排出係数

年間収穫量 :作物統計調査 (農林水産省)

残さ率、焼去日害」合 :地方公共団体実行計画

(区域施策編)策定・実施マニユアル (算定
手法編)(環境省 )

吸収量 森林

樹木別成長量×パイオ

マス拡大係数×地下部

比率×容積密度×炭素

含有率 X小竹町民有林
面積■福岡県民有林面

積

樹木別成長量、民有林面積 :福岡県晨林水産

白書 (福岡県)

ノ〈イオマス拡大、地下部比率、容積密度、炭

素含有率 :日本国温室効果ガスインベントリ

報告書 (国立環境研究所 )
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